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編 章 節 条 項
項
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下

編集節条
（項目見出し）

改訂理由

1 1 0 0 0 1 第１章 1 1 0 0 0 1 第１章

1 1 0 1102 用語の定義 1 1 0 1102 用語の定義 国土交通省仕様書
に準拠

1 1 0 1131 機密保持及び個人
情報保護
（業務責任者及び
業務従事者の監
督）

1 1 0 1131 機密保持及び個人
情報保護
（業務責任者及び
業務従事者の監
督）

誤植

（監査、調査等）
（３）

（監査、調査等）
（３）

誤植

1 1 0 0 0 1 第１章 1 1 0 0 0 1 第１章

1 1 0 1102 用語の定義 1 1 0 1102 用語の定義 国土交通省仕様書
に準拠

1 1 0 1133 機密保持及び個人
情報保護
（業務責任者及び
業務従事者の監
督）

1 1 0 1133 機密保持及び個人
情報保護
（業務責任者及び
業務従事者の監
督）

誤植

（監査、調査等）
（３）

（監査、調査等）
（３）

誤植

1 共通編 1 共通編

1 1 0 1102 用語の定義 1 1 0 1102 用語の定義 国土交通省仕様書
に準拠

1 1 0 1132 機密保持及び個人
情報保護
（業務責任者及び
業務従事者の監
督）

1 1 0 1132 機密保持及び個人
情報保護
（業務責任者及び
業務従事者の監
督）

誤植

（監査、調査等）
（３）

（監査、調査等）
（３）

誤植

1 5 1 1502 試験等 1 5 1 1502 試験等 国土交通省仕様書
に準拠

1 5 1 1503 成果物 1 5 1 1503 成果物 国土交通省仕様書
に準拠

1 5 2 1505 試験等 1 5 2 1505 試験等 国土交通省仕様書
に準拠

1 5 2 1506 成果物 1 5 2 1506 成果物 国土交通省仕様書
に準拠

1 5 5 1515 成果物 1 5 5 1515 成果物 国土交通省仕様書
に準拠

1 8 2 1804 業務内容
7.報告書作成

1 8 2 1804 業務内容
7.報告書作成

国土交通省仕様書
に準拠

第１８０２条第７項に準じるものとする。 第１８０２条第８項に準じるものとする。

（１）地盤の平板載荷試験は、ＪＧＳ １５２１　（地盤の平板載荷
試験方法）によるものとする。

（１）地盤の平板載荷試験は、ＪＧＳ １５２１　（平板載荷試験方
法）によるものとする。

（２）地盤の平板載荷試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告用
紙のＪＧＳ１５２１（地盤の平板載荷試験方法）により整理し提出
するものとする。

（２）地盤の平板載荷試験の結果は、地盤工学会記録用紙、報告用
紙のＪＧＳ１５２１（平板載荷試験方法）により整理し提出するも
のとする。

（２）試験結果は､地盤工学会記録用紙､報告書用紙のＪＧＳ１６１
４（RI計器による土の密度試験方法）により整理し提出するものと
する。

（２）試験結果は､地盤工学会記録用紙１３１４によるものとする。

３４．「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名又は押印を
含む）したものを有効とする。

３４．「書面」とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記録
し、記名（署名又は押印を含む）したものを有効とする。

１．試験方法及び器具は、ＪＧＳ  １５３１「地盤の指標値を求め
るためのプレッシャーメーター試験」、ＪＧＳ ３５３１「地盤の物
性を評価するためのプレッシャーメーター試験」及びＪＧＳ ３５３
２「ボアホールジャッキ試験」 によるものとする。

１．試験方法及び器具は、ＪＧＳ  １５３１「地盤の指標値を求め
るためのプレッシャーメーター試験」及びＪＧＳ ３５３２「ボア
ホールジャッキ試験」 によるものとする。

（４）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のＪＧＳ １５
３１「地盤の指標値を求めるためのプレッシャーメーター試験」、
ＪＧＳ ３５３１「地盤の物性を評価するためのプレッシャーメー
ター試験」及びＪＧＳ ３５３２「ボアホールジャッキ試験」により
整理し 提出するものとする。

（４）試験結果は、地盤工学会記録用紙、報告書用紙のＪＧＳ １５
３１「地盤の指標値を求めるためのプレッシャーメーター試験」及
びＪＧＳ ３５３２「ボアホールジャッキ試験」により整理し 提出
するものとする。

３４．「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名又は押印を
含む）したものを有効とする。また記名（署名又は押印を含む）し
た書面を電子化し、メ－ル等で伝達したものについても「書面」と
して認めるものとする。

総則

３４．「書面」とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記録
し、記名（署名又は押印を含む）したものを有効とする。また記名
（署名又は押印を含む）した書面を電子化し、メ－ル等で伝達した
ものについても「書面」として認めるものとする。

目次目次

総則

（２）   受注者は、業務責任者に、業務責任者が本仕様書に定める
事項を適切に実施するよう監督させなければならない。

（２）   受注者は、業務責任者に、業務従事者が本仕様書に定める
事項を適切に実施するよう監督させなければならない。

②受注者の作業場所について、セキュリティ対策として乙の従業員
以外の立ち入りを禁止している場合

②受注者の作業場所について、セキュリティ対策として受注者の従
業員以外の立ち入りを禁止している場合

（２）   受注者は、業務責任者に、業務従事者が本仕様書に定める
事項を適切に実施するよう監督させなければならない。

②受注者の作業場所について、セキュリティ対策として受注者の従
業員以外の立ち入りを禁止している場合

（２）   受注者は、業務責任者に、業務責任者が本仕様書に定める
事項を適切に実施するよう監督させなければならない。

②受注者の作業場所について、セキュリティ対策として乙の従業員
以外の立ち入りを禁止している場合

委託業務共通仕様書　新旧対照表

第１編　　共　通　編

新条文（R7.4)

第１編－２　　測量業務共通仕様書　共通編

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

総則総則

３６.「書面」とは、発行年月日を記録し、記名（署名又は押印を含
む）したものを有効とする。また記名（署名又は押印を含む）した
書面を電子化し、メ－ル等で伝達したものについても「書面」とし
て認めるものとする。

３６.「書面」とは、打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記録
し、記名（署名又は押印を含む）したものを有効とする。また記名
（署名又は押印を含む）した書面を電子化し、メ－ル等で伝達した
ものについても「書面」として認めるものとする。

（２）   受注者は、業務責任者に、業務従事者が本仕様書に定める
事項を適切に実施するよう監督させなければならない。

②受注者の作業場所について、セキュリティ対策として受注者の従
業員以外の立ち入りを禁止している場合

（２）   受注者は、業務責任者に、業務責任者が本仕様書に定める
事項を適切に実施するよう監督させなければならない。

②受注者の作業場所について、セキュリティ対策として乙の従業員
以外の立ち入りを禁止している場合

第１編－３　　地質調査業務等共通仕様書　共通編
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改訂理由

委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

4 3 0 0 0 第3章 4 3 0 0 0 第3章

4 3 2 4304 2 業務内容
（５）施工計画及び
仮設構造物設計

4 3 2 4304 2 業務内容
（５）施工計画及び
仮設構造物設計

国土交通省仕様書
に準拠

国土交通省仕様書
に準拠

4 3 4 4312 2 業務内容
（５）施工計画及び
仮設構造物設計

4 3 4 4312 2 業務内容
（５）施工計画及び
仮設構造物設計

国土交通省仕様書
に準拠

国土交通省仕様書
に準拠

7 1 0 0 0 第１章 7 1 0 0 0 第１章

7 1 0 7102 1 用語の定義 7 1 0 7102 1 用語の定義 国土交通省仕様書
に準拠

7 2 0 0 0 第2章 7 2 0 0 0 第2章

7 2 2 7212 2 分析 7 2 2 7212 2 分析 国土交通省仕様書
に準拠

環告第59号付表14又は環告第64号付表4

JIS K 0102 53

JIS K 0102 55.2、55.3又は55.4

JIS K 0102 38.1.2（38の備考11を除く。以下同じ。）及び38.2、38.1.2及び38.3、
38.1.2及び38.5又は環告第59号付表1

JIS K 0102 54

JIS K 0102  7.2

JIS標準色票

JIS K 0102  10.1

海洋観測指針5.3

海洋観測指針 3.2

JIS K 0101 9.2,9.3,9.4又は水中濁度計

JIS K 0102 12.1又はガラス電極を用いる水質自動監視測定装置によりこれと同程
度の計測結果の得られる方法

JIS K 0102 32又は隔膜電極若しくは光学式センサを用いる水質自動監視測定装
置によりこれと同程度の計測結果の得られる方法

JIS K 0102 21

JIS K 0102 17

環告第59号付表9

環告第59号付表10

JIS K 0102 45.2、45.3,45.4又は45.6（45の備考3を除く。）

JIS K 0102 46.3（46の備考9を除く。）

JIS K 0102 53

JIS K 0102 55.2、55.3又は55.4

JIS K 0102 38.1.2及び38.2又は38.1.2及び38.3又は38.1.2及び38.5

JIS K 0102 54

環告第59号付表9

環告第59号別表2(最確数による定量法)又は厚生省・建設省令第1号別表第1

JIS K 0102 45.2、45.3,45.4又45.6

JIS K 0102 46.3又はJIS K O170-4

環告第59号付表14又は環告第64号付表4

試　験　方　法 試　験　方　法

JIS K 0102  7.1

表２－１水質試験方法（１） 表２－１水質試験方法（１）

浮遊物質(SS)

大腸菌数

全 窒 素

全 り ん

生
活
環
境
項
目

水素イオン濃度(pH)

溶存酸素(DO)

生物化学的酸素要求量(BOD)

水素イオン濃度(pH)

溶存酸素(DO)

生物化学的酸素要求量(BOD)

気　　温

総則総則

１．「JIS」とは、日本工業規格をいう。 １．「JIS」とは、日本産業規格をいう。

環境調査 環境調査

試　験　項　目

JIS K 0102  7.1

2）受注者は、設計図書に基づき、工事施工に必要な河川切り回し計
画、仮排水路の転流工の概略設計を行うものとする。

2）受注者は、設計図書に基づき、工事施工に必要な概略設計（河川
切り回し計画、仮排水路の転流工）を行うものとする。

1）受注者は、施工方法、施工順序を考慮し、掘削計画、現場内道路
及びコンクリート打設計画の概略施工計画を立案するものとする。

1）受注者は、施工方法、施工順序を考慮し、概略施工計画（掘削計
画、現場内道路、コンクリート打設計画）を立案するものとする。

2）受注者は、工事施工に必要な河川切り回し計画、仮排水路の転流
工の概略設計を行うものとする。

2）受注者は、工事施工に必要な概略設計（河川切り回し計画、仮排
水路の転流工）を行うものとする。

試　験　項　目

現
場
測
定
項
目

気　　温

水　　温

色　　相

臭　　気

塩　　分

透 明 度

濁　　度JIS K 0101 9.2,9.3,9.4又は水中濁度計YPC-1D

砂防構造物設計 砂防構造物設計

1）受注者は、設計図書に基づき、施工方法、施工順序を考慮し、掘
削計画、現場内道路及びコンクリート打設計画の概略施工計画及び
資材運搬方法を立案するものとする。

1）受注者は、設計図書に基づき、施工方法、施工順序を考慮し、概
略施工計画（掘削計画、現場内道路、コンクリート打設計画）及び
概略資材運搬方法を立案するものとする。

n一ヘキサン抽出物質

亜　　鉛

カドミウム

全シアン

鉛

水　　温

色　　相

臭　　気

塩　　分

化学的酸素要求量(COD)

JIS K 0102 12.1又はガラス電極法

JIS K 0102 32.1又は隔膜電極法若しくは光学式センサ

JIS K 0102 21

JIS K 0102 17

JIS K 0102  7.2

JIS標準色票

JIS K 0102  10.1

海洋観測指針5.3

海洋観測指針 3.2

第4編　　砂防及び地すべり対策編

第7編　　港　湾　編

カドミウム

全シアン

鉛

n一ヘキサン抽出物質

亜　　鉛

現
場
測
定
項
目

生
活
環
境
項
目

化学的酸素要求量(COD)

浮遊物質(SS)

大腸菌群数

全 窒 素

全 り ん

透 明 度

濁　　度
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委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

JIS K 0102 52.2

JIS K 0102 57.2、57.3又は57.4

JIS K 0102 56.2、56.3、56.4又は56.5

JIS K 0102 65.1.1

環告第64号付表1又はパラチオン、メチルパラチオン若しくは EPNはJIS K O102
31.1(ガスクロマトグラフ法を除く。)、メチルジメトンは環告第64号付表2

JIS K 0102 43.1(亜硝酸性)

JIS K 0lO2 34.1（34の備考1を除く。）若しくは34.4（妨害となる物質としてハロゲン
化合物又はハロゲン化水素が多量に含まれる試料を測定する場合は、蒸留試薬
溶液として、水約200mlに硫酸10ml、りん酸60ml及び塩化ナトリウム10gを溶かした
溶液とグリセリン250mlを混合し、水を加えて1,000mlとしたものを用い、JIS K
0170-6 図2 注記 アルミニウム溶液のラインを追加する。）又は34.1.1 ｃ）（注（2）第
三文及び34の備考1を除く。）に定める方法（懸濁物質及びイオンクロマトグラフ法
で妨害となる物質が共存しないことを確認した場合は、これを省略することができ
る。）及び環告第59号付表7

JIS K 01O2 47.1、47.3又は47.4

環告第59号付表8

JIS K 01O2 28.1（28の備考2及び備考3並びに28.1.3のただし書以降を除く。）

試　験　方　法

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

環告第59号付表5

環告第59号付表6の第1又は第2

環告第59号付表6の第1又は第2

JISK0125 5.1、5.2又は5.3.2

JISK0102 67.2、67.3又は67.4

JIS K 0102 43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6(硝酸性)

JIS K 0102 52.2

JIS K 0102 57.2、57.3又は57.4

JIS K 0102 56.2、56.3、56.4又は56.5

JIS K 0102 65.1.1

環告第64号付表1又はパラチオン、メチルパラチオン若しくは EPNはJIS K O102
31.1(ガスクロマトグラフ法を除く。)、メチルジメトンは環告第64号付表2

JIS K 0102 43.1(亜硝酸性)

JIS K 0lO2 34.1又は34.1.1(C)及び付表7

JIS K 01O2 47.1、47.3又は47.4

環告第59号付表8

JIS K 01O2 28.1.2

健
康
項
目
等

特
殊
項
目

銅

鉄(溶解性)

マンガン(溶解性)

環告第59号付表6の第1又は第2

環告第59号付表6の第1又は第2

JISK0125 5.1、5.2又は5.3.2

JISK0102 67.2、67.3又は67.4

JIS K 0102 43.2.1、43.2.3、43.2.5又は43.2.6(硝酸性)

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

環告第59号付表5

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

表２－１水質試験方法（2） 表２－１水質試験方法（2）

環告第59号付表2

環告第59号付表3

環告第59号付表4

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

環告第59号付表4

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

JIS K 0125 5.1、5.2、5.3.1、5.4.1又は5.5

健
康
項
目
等

四塩化炭素

1.2一ジクロロエタン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

砒　　素

1　65.2.1による場合、原則として光路長50mmの吸収セルを用いること。

2　65.2.3、65.2.4又は65.2.5による場合（65.の備考11のb）による場合に限る。）、
試料に、その濃度が基準値相当分（0.02mg/L）増加するように六価クロム標準液
を添加して添加回収率を求め、その値が70～120%であることを確認すること。

3　65.2.6により汽水又は海水を測定する場合、2に定めるところによるほか、JIS K
0170-7 7 a)又はb）に定める操作を行うこと。

JIS K 0102 61.2、61.3又は61.4

JIS K 0102 65.2（65.2.2及び65.2.7を除く。）ただし、次の1から3までに掲げる場合
は、それぞれ1から3による。

JIS K 0102 61.2、61.3又は61.4

環告第59号付表2

環告第59号付表3

JIS K 0102 65.2（ただし、65.2.6に定める方法により汽水又は海水を測定する場合
JIS K 0170-7により汽水又は海水を測定する場合JIS K 0170-7の7のa)又はb)に
定める操作を行う。）

クロム

有機燐化合物

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

フツ素

ホウ素

1,4一ジオキサン

フェノール類

チウラム

シマジン

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

1.1一ジクロロエチレン

シスー1.2一シ"クロロエチレン

1.1.1一トリクロロエタン

1.1.2一トリクロロエタン

1.3一ジクロロプロペン

健
康
項
目
等

特
殊
項
目

鉄(溶解性)

マンガン(溶解性)

クロム

有機燐化合物

フツ素

ホウ素

1,4一ジオキサン

フェノール類

銅

1.1一ジクロロエチレン

シスー1.2一シ"クロロエチレン

1.1.1一トリクロロエタン

1.1.2一トリクロロエタン

1.3一ジクロロプロペン

チウラム

シマジン

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素

試　験　項　目 試　験　項　目試　験　方　法

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.2

砒　　素

総 水 銀

アルキル水銀

ポり塩化ビフェニール(PCB)

健
康
項
目
等

六価クロム

ジクロロメタン

四塩化炭素

1.2一ジクロロエタン

トリクロロエチレン

テトラクロロエチレン

総 水 銀

アルキル水銀

ポり塩化ビフェニール(PCB)

ジクロロメタン

六価クロム
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委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

注） 注）

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

JIS K O102 56.2、56.3、56.4又は56.5に定める方法（準備操作はJIS K 0102による
ほか、海水など塩類を多く含む試料を分析する場合にあたっては、必要に応じ試
料を希釈することとする。）

平成16年3月31日 環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表4の第1、
第2

令和2年5月28日 環水大水発第2005281号、環水大水発第2005282号付表1

・「環告第59号」とは、「水質汚濁に係る環境基準について」(環境庁告示第59号昭和46年12月28日　改正：環境省告示第62号 令和3年
10月7日)を示す。

JIS K O102 59.3又は環水規第121号付表4若しくは付表5

JIS K O102 68.2又は環水規第121号付表4若しくは付表5

平成16年3月31日環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表5の第1、
第2又は第3

平成16年3月31日環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表1

平成16年3月31日環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表2

フェノブカルブ

「環告第59号」とは、「水質汚濁に係る環境基準について」(環境庁告示第59号昭和46年12月28日　改正：環境省告示第46号 平成31年3
月20日)を示す。

「厚生省・建設省令第1号」とは、「下水の水質の検定方法等に関する省令」(厚生省・建設省令第1号昭和37年12.月17日)を示す。

JIS K O102 59.3又は環水規第121号付表4若しくは付表5

JIS K O102 68.2又は環水規第121号付表4若しくは付表5

平成16年3月31日環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表5の第1、
第2又は第3

平成16年3月31日環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表1

平成16年3月31日環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

JIS K O125 5.1、5.2又は5.3.2

JIS K O125 5.1、5.2又は5.3.2

環水規第121号付表3の第1又は第2

・「厚生省・建設省令第1号」とは、「下水の水質の検定方法等に関する省令」(厚生省・建設省令第1号昭和37年12.月17日)を示す。

環水規第121号付表3の第1又は第2

モリブデン

アンチモン

塩化ビニルモノマー

イプロベンホス

クロルニトロフェン

トルエン

キシレン

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

JIS K O125 5.1、5.2又は5.3.2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

JIS K O102 56.2、56.3、56.4又は56.5

環水企発第040331003号、環水土第040331005号付表4の第1、第2

ペルフルオロオクタンスルホン酸及びペルフルオロオクタン酸；令和2年5月28日 環
水大水発第2005281号、環水大水発第2005282号付表1

JIS K 0102 42.2、42.3、42.5、42.6又は42.7（ただし、42.2、42.6又は42.7により測
定する場合において、42.1 c）の蒸留操作を行うときは、42の備考2及び備考3に
規定する方法を除く。）により検定されたアンモニウムイオンの濃度に換算係数
0.7766を乗じてアンモニア性窒素の量を検出する方法。

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

エピクロヒドリン

全マンガン

要
監
視
項
目

ウラン

ペルフルオロオクタンスルホン酸及びペルフルオロオクタン酸

フタル酸ジエチルヘキシル

ニッケル

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

JIS K 0102 42.2、42.3又は42.5

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

JIS K 0125 5.1、5.2又は5.3.1

アンモニア性窒素

プロピザミド

EPN

ジクロルボス

エピクロヒドリン

全マンガン

要
監
視
項
目

ウラン

オキシン銅

クロロタロニル

プロピザミド

EPN

ジクロルボス

フェノブカルブ

イプロベンホス

クロルニトロフェン

トルエン

キシレン

フタル酸ジエチルヘキシル

ニッケル

モリブデン

アンチモン

塩化ビニルモノマー

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

JIS K O125 5.1、5.2又は5.3.2

試　験　項　目 試　験　項　目試　験　方　法 試　験　方　法

環水規第121号付表2 環水規第121号付表2

イソキサチオン

ダイアジノン

フェニトロチオン

イソプロチオラン

要
監
視
項
目

クロロホルム

トランスー1、2一ジクロロエチレン

1,2一ジクロロプロパン

p一ジクロロベンゼン

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

環水規第121号付表1の第1又は第2

表２－１水質試験方法（3） 表２－１水質試験方法（3）

オキシン銅

クロロタロニル

ダイアジノン

フェニトロチオン

イソプロチオラン

要
監
視
項
目

クロロホルム

トランスー1、2一ジクロロエチレン

1,2一ジクロロプロパン

p一ジクロロベンゼン

イソキサチオン

アンモニア性窒素

「環告第64号」とは、「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法」(環境庁告示第64号昭和49年9
月30日　改正：環境省告示第47号 平成31年3月20日)を示す。

「環水規第121号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定方法について」(環水規
第121号平成5年4月28日　改正：環水管69号 平成11年3月12日)を示す。

「環水企発第040331003号、環水土第040331005号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の施行等について(通
知)」(環水企発第040331003号、環水土発第040331005号平成16年3月31日)を示す。

・「環告第64号」とは、「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法」(環境庁告示第64号昭和49年
9月30日　改正：環境省告示第47号 平成31年3月20日)を示す。

・「環水規第121号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準の測定方法及び要監視項目の測定方法について」(環水規
第121号平成5年4月28日　改正：環水管69号 平成11年3月12日)を示す。

・「環水企発第040331003号、環水土第040331005号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の施行等について
(通知)」(環水企発第040331003号、環水土発第040331005号平成16年3月31日)を示す。
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委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

7 2 2 7214 2 照査 7 2 2 7214 2 照査 国土交通省仕様書
に準拠

7 2 3 7218 3 底質調査 7 2 3 7218 3 底質調査 国土交通省仕様書
に準拠

摘要 試験方法 摘要 摘要 試験方法 摘要

汚泥、水底土砂、廃
酸、廃アルカリ

底質調査方法Ⅱ.5.14.2 汚泥、水底土砂、廃
酸、廃アルカリ

底質調査方法Ⅱ.5.14.2

底質調査方法Ⅱ.5.14.1 底質調査方法Ⅱ.5.14.1

底質調査方法Ⅱ.5.1 底質調査方法Ⅱ.5.1

底質調査方法Ⅱ.5.2 底質調査方法Ⅱ.5.2

底質調査方法Ⅱ.5.12.3 底質調査方法Ⅱ.5.12.3

底質調査方法Ⅱ.5.9 底質調査方法Ⅱ.5.9

摘要 試験方法 摘要 摘要 試験方法 摘要

底質調査方法Ⅱ.4.11 底質調査方法Ⅱ.4.11

環告第14号別表1 最終改訂：平成26年5
月30日

環告第14号別表1で作成した検液をJIS K 0102 35.3で測
定

最終改訂：平成26年5
月30日

底質調査方法Ⅱ.5.3 底質調査方法Ⅱ.5.3

底質調査方法Ⅱ.5.4 底質調査方法Ⅱ.5.4

底質調査方法Ⅱ.4.12

銅又はその化合物

亜鉛又はその化合物

ふっ化物

JIS K O102 52（準備操作で参照す
ることとしているJIS K 0102 52.2の
備考6に定める方法を除く。）

JIS K O102 53（準備操作で参照す
ることとしているJIS K 0102 52.2の
備考6に定める方法を除く。）

JIS K O102 34（34.4のうちFIA法を
用いる場合には、34.1の試験操作
のうち蒸留して得た留出液を0.1モ
ル毎リットル塩酸で中和すること。）

環告第64号付表1又はJIS K O102
31.1のうちガスクロマトグラフ法以外
のもの(メチルジメトンにあっては環
告64号付表2)

環告第13号 別表1 又は添加回収
試験において回収率が80%以上
120%以下であるときに限り65.2（JIS
K 0102 65.2.6に定める方法を除
く。）

JIS K O102 61（ただし、JIS K 0102
61の操作に定める予備還元の際
のよう化カリウム溶液及びアスコル
ビン酸溶液の添加量については、
十分な量を加えるものとする。）

表２－２底質試験方法（2）

試験項目
溶質試験 含有量試験

底質調査方法Ⅱ.6.4

JIS K O102 38ただし38.1.1は除く

環告第59号付表3又は

JIS K OO93

JIS K O102 38ただし38.1.1は除く

環告第59号付表4又は

JIS K OO93

底質調査方法Ⅱ.6.4

溶質試験

試験方法 試験方法

シアン化合物

PCB

有機燐化合物

六価クロム化合物

ひ素又はその化合物

「環水大水発第2005281号、環水大土第2005282号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の施工等について（通
知）」（環水大水発第2005281号、環水大土第2005282号 令和2年5月28日）を示す。

①調査方針と水質調査内容の適切性

②試験結果と既存資料の整合性

③成果物の適切性

アルキル水銀化合物

水銀又はその化合物

カドミウム又はその化
合物

鉛又はその化合物

環告第59号付表3及び環告第64号
付表3

環告第59号付表2

JIS K O102 55.2、55.3又は55.4

JIS K O102 54

試験方法

表２－２底質試験方法（1）

・「環水大水発第2005281号、環水大土発第2005282号」とは、「水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の施行等について
（通知）」（環水大水発第2005281号、環水大土発第2005282号 令和2年5月28日）を示す。

（1）調査方針と水質調査内容の適切性

アルキル水銀化合物

水銀又はその化合物

カドミウム又はその
化合物

鉛又はその化合物

環告第59号付表3及び環告第64号
付表3

環告第59号付表2

JIS K O102 55（準備操作で参照す
ることとしているJIS K 0102 52.2の
備考6に定める方法を除く。）

JIS K O102 54（準備操作で参照す
ることとしているJIS K 0102 52.2の
備考6に定める方法を除く。）

試験方法
試験項目

溶質試験

（2）試験結果と既存資料の整合性

（3）成果物の適切性

表２－２底質試験方法（1）

試験項目
溶質試験 含有量試験

試験項目

有機燐化合物

六価クロム化合物

ひ素又はその化合物

環告第64号付表1又はJIS K O102
31.1のうちガスクロマトグラフ法以外
のもの(メチルジメトンにあっては環
告64号付表2)

JIS K O102 65.2

JIS K O102 61

表２－２底質試験方法（2）

シアン化合物

PCB

有機塩素化合物

JIS K O102 52

JIS K O102 53

JIS K O102 34

有機塩素化合物

銅又はその化合物

ふっ化物

亜鉛又はその化合物
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委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

最終改正：平成12年
1月14日

最終改正：平成12年
1月14日

底質調査方法Ⅱ.5.15

底質調査方法Ⅱ.5.12 底質調査方法Ⅱ.5.12

底質調査方法Ⅱ.5.7

底質調査方法Ⅱ.5.16

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

摘要 試験方法 摘要 摘要 試験方法 摘要

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.2.1

底質調査方法Ⅱ.6.2.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.5.10

底質調査方法Ⅱ.6.12

最終改正:平成26年5
月30日

環告第68号別表(ダイオキシン類に係る底質調査測定マ
ニュアル(平成21年3月改定環境省水・大気環境局水環境
課)

最終改正:平成26年5
月30日

環告第68号別表(ダイオキシン類に係る底質調査測定マ
ニュアル(令和4年3月改訂環境省水・大気環境局水環境
課)

JIS K O102 7に準ずる方法 JIS K O102 7に準ずる方法

新標準土色帳による 新標準土色帳による

底質調査方法Ⅱ.4.4 底質調査方法Ⅱ.4.4

ダイオキシン類 環告第14号第四　　　　(JIS K
O312)

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

トリクロロエタン

1,1,2一

トリクロロエタン

1,3一

ジクロロプロペン

チウラム

シマジン

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

1,4一ジオキサン

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.2
JIS K O102 67

環告第59号付表8（ただし、装置の
感度が十分得られる場合は、試料
量を20mI以上200mI未満の範囲で
変更してもよい。活性炭カートリッ
ジカラムの上部にカートリッジ型の
ODSカラム又はポリスチレン樹脂充
填カラムを装着することとする。）

泥温

泥色

水素イオン濃度(pH）

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

環告第14号別表2又はJIS K O125
5.1、5.2、5.3.2、5.4.1

環告第14号別表2又はJIS K O125
5.1、5.2、5.3.2、5.4.1

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

環告第59号付表5

環告第59号付表6

環告第59号付表6

1,2一

ジクロロエタン

1,1一

ジクロロエチレン

シスー1,2一

ジクロロエチレン

1,1,1一

含有量試験
試験項目

チオベンカルブ

ベンゼン

セレン

1,4一ジオキサン

JIS K O102 67

環告第59号付表7

環告第59号付表6

環告第59号付表6

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.2

環告第14号第四　　　　(JIS K
O312)

トリクロロエタン

1,1,2一

トリクロロエタン

1,3一

ジクロロプロペン

チウラム

シマジン

底質調査方法Ⅱ.6.1

底質調査方法Ⅱ.6.1

表２－２底質試験方法（3） 表２－２底質試験方法（3）

1,2一

溶質試験

試験方法 試験方法

JIS K O102 59（準備操作で参照す
ることとしている JIS K 0102 52.2の
備考6に定める方法を除く。）

JIS K O102 70

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

環告第14号別表2又はJIS K O125
5.1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

トリクロロエチレン 環告第14号別表2又は

JIS K O125 5. 1、5.2、5.3.2、5.4. 1
又は5.5

環告第14号別表2又は

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2、5.4.1
又は5.5

環告第13号別表7

JIS K O102 65.1

ニッケル又はその化合
物

バナジウム又はその化
合物

ジクロロメタン

ダイオキシン類

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

環告第14号別表2又はJIS K O125
5.1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

環告第14号別表2又はJIS K O125
5.1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2又は
5.4.1

環告第59号付表5

泥色

水素イオン濃度(pH）

ニッケル又はその化合
物

バナジウム又はその化
合物

ジクロロメタン

環告第14号別表2又は

JIS K O125 5. 1、5.2、5.3.2、5.4. 1
又は5.5

ベリリウム又は化合物

トリクロロエチレン

環告第14号別表2又はJIS K O125
5.1、5.2、5.3.2、5.4.1又は5.5

ジクロロエタン

1,1一

ジクロロエチレン

シスー1,2一

ジクロロエチレン

1,1,1一

試験項目
溶質試験

テトラクロロエチレン

ベリリウム又は化合物

クロム又はその化合物

四塩化炭素

環告第14号別表2又は

JIS K O125 5.1、5.2、5.3.2、5.4.1
又は5.5

テトラクロロエチレン

環告第13号別表7

JIS K O102 65.1

JIS K O102 59

JIS K O102 70

JIS K O102 70

四塩化炭素

クロム又はその化合物

泥温



編 章 節 条 項
項
以
下

編集節条
（項目見出し）

編 章 節 条 項
項
以
下

編集節条
（項目見出し）
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委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

底質調査方法Ⅱ.4.7 底質調査方法Ⅱ.4.7

底質調査方法Ⅱ.4.6 底質調査方法Ⅱ.4.6

底質調査方法Ⅱ.4.2 底質調査方法Ⅱ.4.2

JIS A 1202 JIS A 1202

JIS A 1204 JIS A 1204

注） 注）

7 2 4 7224 資料収集整理 7 2 4 7224 資料収集整理 国土交通省仕様書
に準拠

7 2 4 7225 2 測定 7 2 4 7225 2 測定 国土交通省仕様書
に準拠

7 2 6 7241 3 測定方法 7 2 6 7241 3 測定方法 国土交通省仕様書
に準拠

化学的酸素要求量
(CODsed)過マンガン
酸カリウムによる酸素
消費量

硫化物（Ｔ－Ｓ）

強熱減量(Ｉ－Ｌ)

密度（比重）

粒度組成

アンモニア

メチルメルカプタン

硫化水素

硫化メチル

二硫化メチル

トリメチルアミン

化学的酸素要求量
(CODsed)過マンガン
酸カリウムによる酸素
消費量

硫化物（Ｔ－Ｓ）

強熱減量(Ｉ－Ｌ)

密度（比重）

粒度組成

測　定　方　法 摘　　　　要 測　定　項　目 測　定　方　法 摘　　　　要

表２－３悪臭物質成分濃度測定方法

測　定　項　目

表２－３悪臭物質成分濃度測定方法

環告第9号別表第1

環告第9号別表第2

環告第9号別表第3

環告第9号別表第4

環告第9号別表第5

環告第9号別表第6

メチルイソブチルケトン

イソブタノール

酢酸エチル

アセトアルデヒド

プロピオンアルデヒド

ノルマルブチルアルデヒド

イソブチルアルデヒド

ノルマルバレルアルデヒド

イソバレルアルデヒド

敷地境界及び発生源

敷地境界及び発生源(発生源は、硫化水素のみ）

敷地境界及び発生源

敷地境界及び発生源(発生源は、アセトアルデヒドを除く5物質）

敷地境界及び発生源

敷地境界及び発生源

アンモニア

メチルメルカプタン

硫化水素

硫化メチル

二硫化メチル

トリメチルアミン

アセトアルデヒド

プロピオンアルデヒド

ノルマルブチルアルデヒド

イソブチルアルデヒド

ノルマルバレルアルデヒド

イソバレルアルデヒド

イソブタノール

酢酸エチル

メチルイソブチルケトン

環告第9号　別表第1

環告第9号　別表第2

環告第9号　別表第3

環告第9号　別表第4

環告第9号　別表第5、別表9又は別
表10

環告第9号　別表第6、別表9又は別
表10

敷地境界及び発生源

敷地境界及び発生源(発生源は、硫化水素のみ）

敷地境界及び発生源

敷地境界及び発生源(発生源は、アセトアルデヒドを除く5物質）

敷地境界及び発生源

敷地境界及び発生源

「環告第59号」とは、「水質汚濁に係る環境基準について」(環境庁告示第59号昭和46年12月28日　改正：環境省告示第46号 平成31年3
月20日)を示す。

「環告第64号」とは、「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法」(環境庁告示第64号昭和49年9
月30日　改正：環境省告示第47号 平成31年3月20日)を示す。

「底質調査方法」とは、「底質調査方法」(環水大水発第120725002号 平成24年8月8日)を示す。

「環告第14号」とは、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所等に排出しようとする廃棄
物に含まれる金属等の検定方法」(環境庁告示第14号昭和48年2月17日　改正：環境省告示第72号 平成26年5月30日)を示す。

「環告第13号」とは、「産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法」(環境庁告示13号昭和48年2.月17日　改正：環境省告示第35号 令和2
年3月30日)を示す。

「環告第68号」とは、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準について」(環境庁告示68号平成11
年12月27日　改正：環境省告示第46号 平成14年7月22日)を示す。

受注者は、調査の実施に当たり既存資料、観測データ及び参考文献等を収
集整理し、分析しなければならない。

(2)受注者は、「騒音に係る環境基準(平成11年4月1日施行)」の定める方法
により測定しなければならない。

・「環告第59号」とは、「水質汚濁に係る環境基準について」(環境庁告示第59号昭和46年12月28日　改正：環境省告示第62号 令和3年
10月7日)を示す。

・「環告第64号」とは、「排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基準に係る検定方法」(環境庁告示第64号昭和49年
9月30日　改正：環境省告示第47号 平成31年3月20日)を示す。

・「底質調査方法」とは、「底質調査方法」(環水大水発第120725002号 平成24年8月8日)を示す。

・「環告第14号」とは、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所等に排出しようとする廃棄
物に含まれる金属等の検定方法」(環境庁告示第14号昭和48年2月17日　改正：環境省告示第56号 令和2年6月4日号外)を示す。

・「環告第13号」とは、「産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法」(環境庁告示13号昭和48年2.月17日　改正：環境省告示第35号 令和2
年3月30日)を示す。

・「環告第68号」とは、「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準に
ついて」(環境庁告示68号平成11年12月27日　改正：環境省告示第89号 令和4年11月25日号外)を示す。

受注者は、調査の実施に当り、既存資料、観測データ及び参考文献等を収
集整理し、分析しなければならない。

(2)受注者は、「騒音に係る環境基準について(平成10年9月30日環境庁告
示64号)」の定める方法により測定しなければならない。
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委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

注） 注）

7 5 0 0 磁気探査業務

7 5 1 7502 探査準備 7 5 1 7502 探査準備 国土交通省仕様書
に準拠

7 7 0 0 水理模型実験業務

7 7 1 7702 実験準備 7 7 1 7702 実験準備 国土交通省仕様書
に準拠

2 2 1 2205 2 最低水面及び平均
断面

2 2 1 2205 2 最低水面及び平均
断面

国土交通省仕様書
に準拠

2 2 2 2212 4 表2-2音響測探機
の性能（水深100m
未満）

2 2 2 2212 4 表2-2音響測探機
の性能（水深100m
未満）

国土交通省仕様書
に準拠

2 2 2 2212 5 表2-3未測深幅 2 2 2 2212 5 表2-3未測深幅 国土交通省仕様書
に準拠

環告第9号別表第7

環告第9号別表第8

トルエン

スチレン

キシレン

プロピオン酸

ノルマル酪酸

ノルマル吉草酸

イソ吉草酸

敷地境界及び発生源(発生源は、スチレンを除く2物質)

敷地境界及び発生源

プロピオン酸

ノルマル酪酸

ノルマル吉草酸

イソ吉草酸

アンモニア 環告第9号別表第1

トルエン

キシレン

スチレン

環告第9号　別表第7、別表9又は別
表10

環告第9号　別表第7、別表9又は別
表10

環告第9号　別表第8

敷地境界及び発生源

敷地境界

敷地境界及び発生源

表２－５悪臭物質排出水成分濃度測定方法 表２－５悪臭物質排出水成分濃度測定方法

測　定　項　目 測　定　方　法 摘　　　　要 測　定　項　目 測　定　方　法 摘　　　　要

環告第9号別表第1アンモニア

硫化メチル

ニ硫化メチル

環告第9号別表第2の3 硫化水素 環告第9号別表第2の3

メチルメルカプタン

硫化メチル

ニ硫化メチル

受注者は、実験を行うに当り、事前に実験目的・内容を把握し、実験の手
順、計測方法等を検討するものとする。

受注者は、探査を実施するに当り、必要な計画・準備を行わなければならな
い。

受注者は、探査を実施するに当たり、必要な計画・準備を行わなければなら
ない。

受注者は、実験を行うにあたり、事前に実験目的・内容を把握し、実験の手
順、計測方法等を検討するものとする。

受注者は、最低水面又は平均水面を示す値が存在しないか又は存在しても
その値の確認が必要な場合(地盤変動等により基本水準標の標高が不確定
と思われる場合等)には、長期間にわたって観測を行っている測量地に近い
検潮所(基準検潮所)と測量地検潮所との一定の期間の平均水面と比較して
測量地検潮所の平均水面を求め、この面から海上保安庁情報部ホーム
ページ（ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．kaiho.mlit.go.jp)の平均水面、最高水面及び最低
水面の高さに関する告示に掲げられたＺｏ区分帯によるＺｏを減じた面を最低
水面とするものとする。

受注者は、最低水面又は平均水面を示す値が存在しないか又は存在しても
その値の確認が必要な場合(地盤変動等により基本水準標の標高が不確定
と思われる場合等)には、長期間にわたって観測を行っている測量地に近い
検潮所(基準検潮所)と測量地検潮所との一定の期間の平均水面と比較して
測量地検潮所の平均水面を求め、この面から海上保安庁情報部ホーム
ページ（ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．kaiho.mlit.go.jp)の平均水面、最高水面及び最低水
面の高さに関する告示に掲げられたＺｏ区分帯によるＺｏを減じた面を最低水
面とするものとする。

測量業務　　港　湾　編

※スワス音響測深機は、マルチビーム音響測深機及び位相差式(インター
フェロメトリ)音響測深機(受信素子数が4個以上のものに限る。)で船体に固
定して使用するものをいう

「航路、泊地及びその付近」とは次の水域をいう。水路測量における測定又
は調査の方法に関する告示(平成21年3月31日海上保安庁告示第110号一
部改正)

「航路、泊地及びその付近」とは次の水域をいう。水路測量における測定又
は調査の方法に関する告示(平成21年3月31日海上保安庁告示第110号)

※スワス音響測深機は、マルチビーム音響測深機及び位相差式(インター
フェロメトリ)音響測深機(受信素子が4個以上のものに限る。)で船体に固定し
て使用するものをいう

・「環告第63号」とは、「臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法」(環境庁告示63号平成7年9.月13日　改正:環境省告示79号　平成28
年8月19日)を示す。

「環告第9号」とは、「特定悪臭物質の測定の方法」(環境庁告示9号昭和47年5月30日)を示す。

「環告第63号」とは、「臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法」(環境庁告示63号平成7年9.月13日)を示す。

・「環告第9号」とは、「特定悪臭物質の測定の方法」(環境庁告示9号昭和47年5月30日　改正:環境省告示8号　令和2年1月23日)を示
す。

硫化水素

メチルメルカプタン
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改訂理由

委託業務共通仕様書　新旧対照表

新条文（R7.4)

新条文現行条文

現行条文（R６.12)

2 2 4 2224 地形測量 2 2 4 2224 地形測量 国土交通省仕様書
に準拠

2 2 1 2201 1 準備 2 2 1 2201 1 準備 国土交通省仕様書
に準拠

2 2 1 2206 2 2 4.孔内水平載荷試
験

2 2 1 2206 2 2 4.孔内載荷試験 国土交通省仕様書
に準拠

2 2 1 2208 乱れの少ない試料
採取

2 2 1 2208 乱れの少ない試料
採取

国土交通省仕様書
に準拠

2 2 1 2208 1 （11） 2 2 1 2208 1 （11）

TS等を用いる方法による細部測量については、国土交通省公共測量作業
規程による。なお、国土交通省公共測量作業規程は、作業規程の準則(令
和2年3月31日国土交通省告示第461号)を準用する。

１．受注者は、陸上部における調査で地下埋設物(電話線、送電線、ガス
管、上下水道管、光ケーブルその他)が予想される場合は、調査職員に報告
し関係機関と協議のうえ、現場立会い等を行い位置・規模・構造等を事前に
確認するものとする。

受注者は、「JGS1531-2012地盤の指標値を求めるためのプレシャーメータ
試験）、「JGS3531-2012地盤の物性を評価するためのプレシャーメータ試
験」及び「JGS3532-2012ボアホールジャッキ試験」により載荷試験を行わな
ければならない。

受注者は、「JGS1421孔内水平載荷試験方法（地盤のプレシャーメータ試
験）」により載荷試験を行わなければならない。

１．受注者は、陸上部における調査で地下埋設物(電話線、送電線、ガス
管、上下水道管、光ケーブルその他)が予想される場合は、調査職員に報告
し関係機関と協議の上、現場立会い等を行い位置・規模・構造等を事前に
確認するものとする。

TS等を用いる方法による細部測量については、国土交通省公共測量作業
規程による。なお、国土交通省公共測量作業規程は、作業規程の準則(平
成28年3月31日国土交通省告示第565号)を準用する。

地質調査　　港　湾　編


